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川崎市手数料条例の一部を改正する条例新旧対照表（第２条関係） 

 改正後 改正前 

○川崎市手数料条例 ○川崎市手数料条例 

昭和25年３月29日条例第６号 昭和25年３月29日条例第６号

第２条 手数料は、次の種別に従い、請求、交付又は検査の際、請求者から

徴収する。 

第２条 手数料は、次の種別に従い、請求、交付又は検査の際、請求者から

徴収する。 

(１)～(158) 略  (１)～(158) 略 

(159) 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法

律（昭和35年法律第145号。以下「医薬品医療機器等法」という。）第４

条第１項の規定に基づく薬局開設の許可の申請に対する審査 １件につ

き 29,000円 

(159) 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法

律（昭和35年法律第145号。以下「医薬品医療機器等法」という。）第４

条第１項の規定に基づく薬局開設の許可の申請に対する審査 １件につ

き 29,000円 

(160)  医薬品医療機器等法第４条第４項の規定に基づく薬局開設の許可

の更新の申請に対する審査 １件につき 11,000円 

(160)  医薬品医療機器等法第４条第４項の規定に基づく薬局開設の許可

の更新の申請に対する審査 １件につき 11,000円 

(161)  医薬品医療機器等法第12条第１項の規定に基づく薬局開設者が当

該薬局における設備及び器具をもって製造し、当該薬局において直接消

費者に販売し、又は授与する医薬品であって、厚生労働大臣の指定する

有効成分以外の有効成分を含有しないもの（以下「薬局製造販売医薬品」

という。）の製造販売業の許可の申請に対する審査 １件につき 7,200

円 

(161)  医薬品医療機器等法第12条第１項の規定に基づく薬局開設者が当

該薬局における設備及び器具をもって製造し、当該薬局において直接消

費者に販売し、又は授与する医薬品であって、厚生労働大臣の指定する

有効成分以外の有効成分を含有しないもの（以下「薬局製造販売医薬品」

という。）の製造販売業の許可の申請に対する審査 １件につき 7,200

円 

(162)  医薬品医療機器等法第12条第２項の規定に基づく薬局製造販売医

薬品の製造販売業の許可の更新の申請に対する審査 １件につき

4,000円 

(162)  医薬品医療機器等法第12条第２項の規定に基づく薬局製造販売医

薬品の製造販売業の許可の更新の申請に対する審査 １件につき

4,000円 

(163)  医薬品医療機器等法第13条第１項の規定に基づく薬局製造販売医

薬品の製造業の許可の申請に対する審査 １件につき 11,000円 

(163)  医薬品医療機器等法第13条第１項の規定に基づく薬局製造販売医

薬品の製造業の許可の申請に対する審査 １件につき 11,000円 

(164)  医薬品医療機器等法第13条第３項の規定に基づく薬局製造販売医

薬品の製造業の許可の更新の申請に対する審査 １件につき 5,600円 

(164)  医薬品医療機器等法第13条第３項の規定に基づく薬局製造販売医

薬品の製造業の許可の更新の申請に対する審査 １件につき 5,600円 

(165)  医薬品医療機器等法第14条第１項の規定に基づく薬局製造販売医

薬品の製造販売の承認の申請に対する審査 １品目につき 90円 

(165)  医薬品医療機器等法第14条第１項の規定に基づく薬局製造販売医

薬品の製造販売の承認の申請に対する審査 １品目につき 90円 

資料１
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(166)  医薬品医療機器等法第14条第９項の規定に基づく薬局製造販売医

薬品の製造販売の承認の一部変更の承認の申請に対する審査 １品目に

つき 90円 

(166)  医薬品医療機器等法第14条第９項の規定に基づく薬局製造販売医

薬品の製造販売の承認の一部変更の承認の申請に対する審査 １品目に

つき 90円 

(167)  医薬品医療機器等法第24条第１項の規定に基づく医薬品の販売業

の許可の申請に対する審査 １件につき 29,000円 

(167)  医薬品医療機器等法第24条第１項の規定に基づく医薬品の販売業

の許可の申請に対する審査 １件につき 29,000円 

(168)  医薬品医療機器等法第24条第２項の規定に基づく医薬品の販売業

の許可の更新の申請に対する審査 １件につき 11,000円 

(168)  医薬品医療機器等法第24条第２項の規定に基づく医薬品の販売業

の許可の更新の申請に対する審査 １件につき 11,000円 

(169)  医薬品医療機器等法第39条第１項の規定に基づく高度管理医療機

器等の販売業又は貸与業の許可の申請に対する審査 １件につき

29,000円 

(169)  医薬品医療機器等法第39条第１項の規定に基づく高度管理医療機

器等の販売業又は貸与業の許可の申請に対する審査 １件につき

29,000円 

(170)  医薬品医療機器等法第39条第４項の規定に基づく高度管理医療機

器等の販売業又は貸与業の許可の更新の申請に対する審査 １件につき

11,000円 

(170)  医薬品医療機器等法第39条第４項の規定に基づく高度管理医療機

器等の販売業又は貸与業の許可の更新の申請に対する審査 １件につき

11,000円 

(171)  医薬品医療機器等法第40条の５第１項の規定に基づく再生医療等

製品の販売業の許可の申請に対する審査 １件につき 29,000円 

（新規） 

(172)  医薬品医療機器等法第40条の５第４項の規定に基づく再生医療等

製品の販売業の許可の更新の申請に対する審査 １件につき 11,000円

（新規） 

(173)  医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する

法律施行令（昭和36年政令第11号。以下「医薬品医療機器等法施行令」

という。）第１条の５の規定に基づく薬局開設の許可証の書換え交付 １

件につき 2,000円 

(171)  医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する

法律施行令（昭和36年政令第11号。以下「医薬品医療機器等法施行令」

という。）第１条の５の規定に基づく薬局開設の許可証の書換え交付 １

件につき 2,000円 

(174) 医薬品医療機器等法施行令第１条の６の規定に基づく薬局開設の

許可証の再交付 １件につき 2,900円 

(172) 医薬品医療機器等法施行令第１条の６の規定に基づく薬局開設の

許可証の再交付 １件につき 2,900円 

(175) 医薬品医療機器等法施行令第５条第１項の規定に基づく薬局製造

販売医薬品の製造販売業の許可証の書換え交付 １件につき 2,000円 

(173) 医薬品医療機器等法施行令第５条第１項の規定に基づく薬局製造

販売医薬品の製造販売業の許可証の書換え交付 １件につき 2,000円 

(176)  医薬品医療機器等法施行令第６条第１項の規定に基づく薬局製造

販売医薬品の製造販売業の許可証の再交付 １件につき 2,900円 

(174)  医薬品医療機器等法施行令第６条第１項の規定に基づく薬局製造

販売医薬品の製造販売業の許可証の再交付 １件につき 2,900円 

(177)  医薬品医療機器等法施行令第12条第１項の規定に基づく薬局製造 (175)  医薬品医療機器等法施行令第12条第１項の規定に基づく薬局製造
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販売医薬品の製造業の許可証の書換え交付 １件につき 2,000円 販売医薬品の製造業の許可証の書換え交付 １件につき 2,000円 

(178)  医薬品医療機器等法施行令第13条第１項の規定に基づく薬局製造

販売医薬品の製造業の許可証の再交付 １件につき 2,900円 

(176)  医薬品医療機器等法施行令第13条第１項の規定に基づく薬局製造

販売医薬品の製造業の許可証の再交付 １件につき 2,900円 

(179)  医薬品医療機器等法施行令第45条第１項の規定に基づく医薬品の

販売業の許可証、高度管理医療機器等の販売業若しくは貸与業の許可証

又は再生医療等製品の販売業の許可証の書換え交付 １件につき

2,000円 

(177)  医薬品医療機器等法施行令第45条第１項の規定に基づく医薬品の

販売業の許可証又は高度管理医療機器等の販売業若しくは貸与業の許可

証の書換え交付 １件につき 2,000円 

(180)  医薬品医療機器等法施行令第46条第１項の規定に基づく医薬品の

販売業の許可証、高度管理医療機器等の販売業若しくは貸与業の許可証

又は再生医療等製品の販売業の許可証の再交付 １件につき 2,900円 

(178)  医薬品医療機器等法施行令第46条第１項の規定に基づく医薬品の

販売業の許可証又は高度管理医療機器等の販売業若しくは貸与業の許可

証の再交付 １件につき 2,900円 

(181)～(192) 略 (179)～(190) 略 

(193) 建築基準法第６条第１項の規定に基づく確認申請又は同法第18条

第２項の規定に基づく通知に係る計画に同法第87条の２の昇降機に係る

部分が含まれる場合における同法第６条第１項の規定に基づく確認申請

又は同法第18条第２項の規定に基づく通知に対する審査 １件につき

第186号に規定する額（第187号に該当する場合にあっては、同号の規定

により算定した額）に昇降機１基につき第191号に掲げる場合の区分に応

じ同号に規定する額を加えた額 

(191) 建築基準法第６条第１項の規定に基づく確認申請又は同法第18条

第２項の規定に基づく通知に係る計画に同法第87条の２の昇降機に係る

部分が含まれる場合における同法第６条第１項の規定に基づく確認申請

又は同法第18条第２項の規定に基づく通知に対する審査 １件につき

第184号に規定する額（第185号に該当する場合にあっては、同号の規定

により算定した額）に昇降機１基につき第189号に掲げる場合の区分に応

じ同号に規定する額を加えた額 

(194)～(242) 略 (192)～(240) 略 

(243) 長期優良住宅普及促進法第６条第２項後段の規定に基づく建築基

準法第６条第１項の規定による確認の申請書（以下「確認申請書」とい

う。）の提出が行われた場合における長期優良住宅普及促進法第５条第

１項から第３項までの規定に基づく認定申請に対する審査 

(241) 長期優良住宅普及促進法第６条第２項後段の規定に基づく建築基

準法第６条第１項の規定による確認の申請書（以下「確認申請書」とい

う。）の提出が行われた場合における長期優良住宅普及促進法第５条第

１項から第３項までの規定に基づく認定申請に対する審査 

ア 確認申請書に係る計画に建築基準法第６条第５項に規定する構造計

算適合性判定を行う建築物又は建築物の部分（以下「要判定建築物」

という。）が含まれる場合 

ア 確認申請書に係る計画に建築基準法第６条第５項に規定する構造計

算適合性判定を行う建築物又は建築物の部分（以下「要判定建築物」

という。）が含まれる場合 

１件につき 前号の規定により算定した額に次に規定する額の合計

額を加えた額 

１件につき 前号の規定により算定した額に次に規定する額の合計

額を加えた額 
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(ア) 第186号に規定する額（確認申請書に係る計画に建築基準法第87

条の２の昇降機に係る部分が含まれる場合にあっては、同号に規定

する額に昇降機１基につき第191号に掲げる場合の区分に応じ同号

に規定する額を加えた額） 

(ア) 第184号に規定する額（確認申請書に係る計画に建築基準法第87

条の２の昇降機に係る部分が含まれる場合にあっては、同号に規定

する額に昇降機１基につき第189号に掲げる場合の区分に応じ同号

に規定する額を加えた額） 

(イ) １要判定建築物につき次に掲げる要判定建築物に係る構造計算

の方法及び要判定建築物の区分に応じ次に規定する額 

(イ) １要判定建築物につき次に掲げる要判定建築物に係る構造計算

の方法及び要判定建築物の区分に応じ次に規定する額 

ａ 要判定建築物に係る構造計算が国土交通大臣が定めた方法によ

るとき。 

ａ 要判定建築物に係る構造計算が国土交通大臣が定めた方法によ

るとき。 

（ａ） 床面積の合計が1,000平方メートル以内の要判定建築物

166,800円 

（ａ） 床面積の合計が1,000平方メートル以内の要判定建築物

166,800円 

（ｂ） 床面積の合計が1,000平方メートルを超え2,000平方メー

トル以内の要判定建築物 222,450円 

（ｂ） 床面積の合計が1,000平方メートルを超え2,000平方メー

トル以内の要判定建築物 222,450円 

（ｃ） 床面積の合計が2,000平方メートルを超え10,000平方メー

トル以内の要判定建築物 255,000円 

（ｃ） 床面積の合計が2,000平方メートルを超え10,000平方メー

トル以内の要判定建築物 255,000円 

（ｄ） 床面積の合計が10,000平方メートルを超え50,000平方メ

ートル以内の要判定建築物 336,900円 

（ｄ） 床面積の合計が10,000平方メートルを超え50,000平方メ

ートル以内の要判定建築物 336,900円 

（ｅ） 床面積の合計が50,000平方メートルを超える要判定建築

物 619,350円 

（ｅ） 床面積の合計が50,000平方メートルを超える要判定建築

物 619,350円 

ｂ 要判定建築物に係る構造計算が国土交通大臣の認定を受けたプ

ログラムによるとき。 

ｂ 要判定建築物に係る構造計算が国土交通大臣の認定を受けたプ

ログラムによるとき。 

（ａ） 床面積の合計が1,000平方メートル以内の要判定建築物

115,350円 

（ａ） 床面積の合計が1,000平方メートル以内の要判定建築物

115,350円 

（ｂ） 床面積の合計が1,000平方メートルを超え2,000平方メー

トル以内の要判定建築物 143,700円 

（ｂ） 床面積の合計が1,000平方メートルを超え2,000平方メー

トル以内の要判定建築物 143,700円 

（ｃ） 床面積の合計が2,000平方メートルを超え10,000平方メー

トル以内の要判定建築物 157,350円 

（ｃ） 床面積の合計が2,000平方メートルを超え10,000平方メー

トル以内の要判定建築物 157,350円 

（ｄ） 床面積の合計が10,000平方メートルを超え50,000平方メ

ートル以内の要判定建築物 199,350円 

（ｄ） 床面積の合計が10,000平方メートルを超え50,000平方メ

ートル以内の要判定建築物 199,350円 
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（ｅ） 床面積の合計が50,000平方メートルを超える要判定建築

物 337,950円 

（ｅ） 床面積の合計が50,000平方メートルを超える要判定建築

物 337,950円 

イ ア以外の場合 イ ア以外の場合 

１件につき 前号の規定により算定した額に第186号に規定する額

（第191号に掲げる場合に該当する場合にあっては同号に掲げる場合

の区分に応じ同号に規定する額、確認申請書に係る計画に建築基準法

第87条の２の昇降機に係る部分が含まれる場合にあっては第186号に

規定する額に昇降機１基につき第191号に掲げる場合の区分に応じ同

号に規定する額を加えた額。第245号イにおいて同じ。）を加えた額 

１件につき 前号の規定により算定した額に第184号に規定する額

（第189号に掲げる場合に該当する場合にあっては同号に掲げる場合

の区分に応じ同号に規定する額、確認申請書に係る計画に建築基準法

第87条の２の昇降機に係る部分が含まれる場合にあっては第184号に

規定する額に昇降機１基につき第189号に掲げる場合の区分に応じ同

号に規定する額を加えた額。第243号イにおいて同じ。）を加えた額 

(244) 長期優良住宅普及促進法第８条第１項及び同条第２項において準

用する長期優良住宅普及促進法第５条第１項から第３項までの規定に基

づく長期優良住宅建築等計画の変更の認定の申請（以下この号から第246

号までにおいて「変更認定申請」という。）に対する審査 

(242) 長期優良住宅普及促進法第８条第１項及び同条第２項において準

用する長期優良住宅普及促進法第５条第１項から第３項までの規定に基

づく長期優良住宅建築等計画の変更の認定の申請（以下この号から第244

号までにおいて「変更認定申請」という。）に対する審査 

ア 変更認定申請に係る長期優良住宅建築等計画が長期優良住宅普及促

進法第６条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を登録住宅性能評価

機関が証する書類が当該変更認定申請に係る申請書に添付されている

場合 

ア 変更認定申請に係る長期優良住宅建築等計画が長期優良住宅普及促

進法第６条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を登録住宅性能評価

機関が証する書類が当該変更認定申請に係る申請書に添付されている

場合 

１件につき 当該変更認定申請に係る建築物又は建築物の部分（以

下この号において「申請建築物等」という。）の住戸の総数の区分に

応じ第242号ア(ア)から(ケ)までに規定する額に２分の１を乗じて得

た額を当該変更認定申請をする際現に長期優良住宅普及促進法第６条

第１項の認定を受けている当該申請建築物等の住戸の数の合計数（以

下この号において「既認定戸数」という。）で除して得た額（100円未

満の端数があるときは、これを切り捨てる。） 

１件につき 当該変更認定申請に係る建築物又は建築物の部分（以

下この号において「申請建築物等」という。）の住戸の総数の区分に

応じ第240号ア(ア)から(ケ)までに規定する額に２分の１を乗じて得

た額を当該変更認定申請をする際現に長期優良住宅普及促進法第６条

第１項の認定を受けている当該申請建築物等の住戸の数の合計数（以

下この号において「既認定戸数」という。）で除して得た額（100円未

満の端数があるときは、これを切り捨てる。） 

イ ア以外の場合 イ ア以外の場合 

１件につき 申請建築物等の住戸の総数の区分に応じ第242号イ

(ア)から(ケ)までに規定する額に２分の１を乗じて得た額を既認定戸

数で除して得た額（100円未満の端数があるときは、これを切り捨て

１件につき 申請建築物等の住戸の総数の区分に応じ第240号イ

(ア)から(ケ)までに規定する額に２分の１を乗じて得た額を既認定戸

数で除して得た額（100円未満の端数があるときは、これを切り捨て
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る。） る。） 

(245) 長期優良住宅普及促進法第８条第２項において準用する長期優良

住宅普及促進法第６条第２項後段の規定に基づく確認申請書の提出が行

われた場合における長期優良住宅普及促進法第８条第１項及び同条第２

項において準用する長期優良住宅普及促進法第５条第１項から第３項ま

での規定に基づく変更認定申請に対する審査 

(243) 長期優良住宅普及促進法第８条第２項において準用する長期優良

住宅普及促進法第６条第２項後段の規定に基づく確認申請書の提出が行

われた場合における長期優良住宅普及促進法第８条第１項及び同条第２

項において準用する長期優良住宅普及促進法第５条第１項から第３項ま

での規定に基づく変更認定申請に対する審査 

ア 確認申請書に係る計画に要判定建築物が含まれるとき。 ア 確認申請書に係る計画に要判定建築物が含まれるとき。 

１件につき 前号の規定により算定した額に第243号ア(ア)及び

(イ)に規定する額の合計額を加えた額 

１件につき 前号の規定により算定した額に第241号ア(ア)及び

(イ)に規定する額の合計額を加えた額 

イ ア以外の場合 イ ア以外の場合 

１件につき 前号の規定により算定した額に第186号に規定する額

を加えた額 

１件につき 前号の規定により算定した額に第184号に規定する額

を加えた額 

(246)及び(247) 略 (244)及び(245) 略 

(248) 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号）第53

条第１項の規定に基づく低炭素建築物新築等計画の認定の申請（以下こ

の号及び次号において「認定申請」という。）に対する審査 

(246) 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号）第53

条第１項の規定に基づく低炭素建築物新築等計画の認定の申請（以下こ

の号及び次号において「認定申請」という。）に対する審査 

ア 認定申請に係る低炭素建築物新築等計画が都市の低炭素化の促進に

関する法律第54条第１項各号に掲げる基準に適合する旨をエネルギー

の使用の合理化等に関する法律（昭和54年法律第49号）第76条第１項

に規定する登録建築物調査機関又は登録住宅性能評価機関（第250号に

おいて「登録建築物調査機関等」という。）が証する書類が当該認定

申請に係る申請書に添付されている場合 

ア 認定申請に係る低炭素建築物新築等計画が都市の低炭素化の促進に

関する法律第54条第１項各号に掲げる基準に適合する旨をエネルギー

の使用の合理化等に関する法律（昭和54年法律第49号）第76条第１項

に規定する登録建築物調査機関又は登録住宅性能評価機関（第248号に

おいて「登録建築物調査機関等」という。）が証する書類が当該認定

申請に係る申請書に添付されている場合 

(ア) 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用に供する部分を有しな

いものに限る。以下この号及び第250号において同じ。） １件につ

き 4,900円 

(ア) 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用に供する部分を有しな

いものに限る。以下この号及び第248号において同じ。） １件につ

き 4,900円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該認定申請に係

る建築物の部分の区分に応じ次に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該認定申請に係

る建築物の部分の区分に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分（人の居住の用に供する建築物の部分のうち住戸の部 ａ 住宅部分（人の居住の用に供する建築物の部分のうち住戸の部
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分をいう。以下この号において同じ。） 次に掲げる住戸の総数

の区分に応じ次に規定する額 

分をいう。以下この号において同じ。） 次に掲げる住戸の総数

の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） １戸 4,900円 （ａ） １戸 4,900円 

（ｂ） ２戸以上５戸以下 9,600円 （ｂ） ２戸以上５戸以下 9,600円 

（ｃ） ６戸以上10戸以下 16,000円 （ｃ） ６戸以上10戸以下 16,000円 

（ｄ） 11戸以上25戸以下 27,000円 （ｄ） 11戸以上25戸以下 27,000円 

（ｅ） 26戸以上50戸以下 45,000円 （ｅ） 26戸以上50戸以下 45,000円 

（ｆ） 51戸以上100戸以下 81,000円 （ｆ） 51戸以上100戸以下 81,000円 

（ｇ） 101戸以上200戸以下 130,000円 （ｇ） 101戸以上200戸以下 130,000円 

（ｈ） 201戸以上300戸以下 160,000円 （ｈ） 201戸以上300戸以下 160,000円 

（ｉ） 301戸以上 170,000円 （ｉ） 301戸以上 170,000円 

ｂ 共用部分（人の居住の用に供する建築物の部分のうち住宅部分

を除いた部分をいう。以下この号において同じ。） 次に掲げる

建築物の区分に応じ次に規定する額 

ｂ 共用部分（人の居住の用に供する建築物の部分のうち住宅部分

を除いた部分をいう。以下この号において同じ。） 次に掲げる

建築物の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートル以内のもの

9,600円 

（ａ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートル以内のもの

9,600円 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートルを超え2,000

平方メートル以内のもの 27,000円 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートルを超え2,000

平方メートル以内のもの 27,000円 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以内のもの 81,000円 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以内のもの 81,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が5,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内のもの 130,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が5,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内のもの 130,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が10,000平方メートルを超え

25,000平方メートル以内のもの 160,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が10,000平方メートルを超え

25,000平方メートル以内のもの 160,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が25,000平方メートルを超える

もの 200,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が25,000平方メートルを超える

もの 200,000円 

ｃ 非住宅部分（住宅部分及び共用部分以外の建築物の部分をいう。

以下この号において同じ。） 次に掲げる建築物の区分に応じ次

ｃ 非住宅部分（住宅部分及び共用部分以外の建築物の部分をいう。

以下この号において同じ。） 次に掲げる建築物の区分に応じ次
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に規定する額 に規定する額 

（ａ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以内のもの

9,600円 

（ａ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以内のもの

9,600円 

（ｂ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートルを超え

2,000平方メートル以内のもの 27,000円 

（ｂ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートルを超え

2,000平方メートル以内のもの 27,000円 

（ｃ） 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以内のもの 81,000円 

（ｃ） 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以内のもの 81,000円 

（ｄ） 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内のもの 130,000円 

（ｄ） 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内のもの 130,000円 

（ｅ） 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートルを超え

25,000平方メートル以内のもの 160,000円 

（ｅ） 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートルを超え

25,000平方メートル以内のもの 160,000円 

（ｆ） 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートルを超え

るもの 200,000円 

（ｆ） 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートルを超え

るもの 200,000円 

イ ア以外の場合 イ ア以外の場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 34,000円 (ア) 一戸建ての住宅 １件につき 34,000円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該認定申請に係

る建築物の部分の区分に応じ次に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該認定申請に係

る建築物の部分の区分に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分 次に掲げる住戸の総数の区分に応じ次に規定する額 ａ 住宅部分 次に掲げる住戸の総数の区分に応じ次に規定する額

（ａ） １戸 34,000円 （ａ） １戸 34,000円 

（ｂ） ２戸以上５戸以下 69,000円 （ｂ） ２戸以上５戸以下 69,000円 

（ｃ） ６戸以上10戸以下 97,000円 （ｃ） ６戸以上10戸以下 97,000円 

（ｄ） 11戸以上25戸以下 140,000円 （ｄ） 11戸以上25戸以下 140,000円 

（ｅ） 26戸以上50戸以下 200,000円 （ｅ） 26戸以上50戸以下 200,000円 

（ｆ） 51戸以上100戸以下 280,000円 （ｆ） 51戸以上100戸以下 280,000円 

（ｇ） 101戸以上200戸以下 380,000円 （ｇ） 101戸以上200戸以下 380,000円 

（ｈ） 201戸以上300戸以下 500,000円 （ｈ） 201戸以上300戸以下 500,000円 

（ｉ） 301戸以上 590,000円 （ｉ） 301戸以上 590,000円 

ｂ 共用部分 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定する額 ｂ 共用部分 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定する額 
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（ａ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートル以内のもの

110,000円 

（ａ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートル以内のもの

110,000円 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートルを超え2,000

平方メートル以内のもの 180,000円 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートルを超え2,000

平方メートル以内のもの 180,000円 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以内のもの 280,000円 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以内のもの 280,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が5,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内のもの 360,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が5,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内のもの 360,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が10,000平方メートルを超え

25,000平方メートル以内のもの 430,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が10,000平方メートルを超え

25,000平方メートル以内のもの 430,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が25,000平方メートルを超える

もの 500,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が25,000平方メートルを超える

もの 500,000円 

ｃ 非住宅部分 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定する額 ｃ 非住宅部分 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以内のもの

240,000円 

（ａ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以内のもの

240,000円 

（ｂ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートルを超え

2,000平方メートル以内のもの 380,000円 

（ｂ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートルを超え

2,000平方メートル以内のもの 380,000円 

（ｃ） 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以内のもの 550,000円 

（ｃ） 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以内のもの 550,000円 

（ｄ） 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内のもの 670,000円 

（ｄ） 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内のもの 670,000円 

（ｅ） 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートルを超え

25,000平方メートル以内のもの 790,000円 

（ｅ） 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートルを超え

25,000平方メートル以内のもの 790,000円 

（ｆ） 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートルを超え

るもの 900,000円 

（ｆ） 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートルを超え

るもの 900,000円 

(249) 都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第２項後段の規定に基

づく確認申請書の提出が行われた場合における同法第53条第１項の規定

に基づく認定申請に対する審査 

(247) 都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第２項後段の規定に基

づく確認申請書の提出が行われた場合における同法第53条第１項の規定

に基づく認定申請に対する審査 
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ア 確認申請書に係る建築物の計画に要判定建築物が含まれるとき。

１件につき 前号の規定により算定した額に次に規定する額の合計額

を加えた額 

ア 確認申請書に係る建築物の計画に要判定建築物が含まれるとき。

１件につき 前号の規定により算定した額に次に規定する額の合計額

を加えた額 

(ア) 第186号に規定する額（確認申請書に係る建築物の計画に昇降機

に係る部分が含まれる場合にあっては、同号に規定する額に第191

号に規定する額を加えた額。以下この号及び第251号イにおいて同

じ。） 

(ア) 第184号に規定する額（確認申請書に係る建築物の計画に昇降機

に係る部分が含まれる場合にあっては、同号に規定する額に第189

号に規定する額を加えた額。以下この号及び第249号イにおいて同

じ。） 

(イ) １要判定建築物につき次に掲げる要判定建築物に係る構造計算

の方法の区分に応じ次に規定する額 

(イ) １要判定建築物につき次に掲げる要判定建築物に係る構造計算

の方法の区分に応じ次に規定する額 

ａ 要判定建築物に係る構造計算が国土交通大臣が定めた方法によ

る場合 次に掲げる要判定建築物の区分に応じ次に規定する額 

ａ 要判定建築物に係る構造計算が国土交通大臣が定めた方法によ

る場合 次に掲げる要判定建築物の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） 床面積の合計が1,000平方メートル以内のもの 166,800

円 

（ａ） 床面積の合計が1,000平方メートル以内のもの 166,800

円 

（ｂ） 床面積の合計が1,000平方メートルを超え2,000平方メー

トル以内のもの 222,450円 

（ｂ） 床面積の合計が1,000平方メートルを超え2,000平方メー

トル以内のもの 222,450円 

（ｃ） 床面積の合計が2,000平方メートルを超え10,000平方メー

トル以内のもの 255,000円 

（ｃ） 床面積の合計が2,000平方メートルを超え10,000平方メー

トル以内のもの 255,000円 

（ｄ） 床面積の合計が10,000平方メートルを超え50,000平方メ

ートル以内のもの 336,900円 

（ｄ） 床面積の合計が10,000平方メートルを超え50,000平方メ

ートル以内のもの 336,900円 

（ｅ） 床面積の合計が50,000平方メートルを超えるもの

619,350円 

（ｅ） 床面積の合計が50,000平方メートルを超えるもの

619,350円 

ｂ 要判定建築物に係る構造計算が国土交通大臣の認定を受けたプ

ログラムによる場合 次に掲げる要判定建築物の区分に応じ次に

規定する額 

ｂ 要判定建築物に係る構造計算が国土交通大臣の認定を受けたプ

ログラムによる場合 次に掲げる要判定建築物の区分に応じ次に

規定する額 

（ａ） 床面積の合計が1,000平方メートル以内のもの 115,350

円 

（ａ） 床面積の合計が1,000平方メートル以内のもの 115,350

円 

（ｂ） 床面積の合計が1,000平方メートルを超え2,000平方メー

トル以内のもの 143,700円 

（ｂ） 床面積の合計が1,000平方メートルを超え2,000平方メー

トル以内のもの 143,700円 
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（ｃ） 床面積の合計が2,000平方メートルを超え10,000平方メー

トル以内のもの 157,350円 

（ｃ） 床面積の合計が2,000平方メートルを超え10,000平方メー

トル以内のもの 157,350円 

（ｄ） 床面積の合計が10,000平方メートルを超え50,000平方メ

ートル以内のもの 199,350円 

（ｄ） 床面積の合計が10,000平方メートルを超え50,000平方メ

ートル以内のもの 199,350円 

（ｅ） 床面積の合計が50,000平方メートルを超えるもの

337,950円 

（ｅ） 床面積の合計が50,000平方メートルを超えるもの

337,950円 

イ ア以外のとき。 １件につき 前号の規定により算定した額に第186

号に規定する額又は第191号に規定する額を加えた額 

イ ア以外のとき。 １件につき 前号の規定により算定した額に第184

号に規定する額又は第189号に規定する額を加えた額 

(250) 都市の低炭素化の促進に関する法律第55条第１項の規定に基づく

低炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請（以下この号及び次号にお

いて「変更認定申請」という。）に対する審査 

(248) 都市の低炭素化の促進に関する法律第55条第１項の規定に基づく

低炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請（以下この号及び次号にお

いて「変更認定申請」という。）に対する審査 

ア 変更認定申請に係る低炭素建築物新築等計画が都市の低炭素化の促

進に関する法律第54条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を登録建

築物調査機関等が証する書類が当該変更認定申請に係る申請書に添付

されている場合 

ア 変更認定申請に係る低炭素建築物新築等計画が都市の低炭素化の促

進に関する法律第54条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を登録建

築物調査機関等が証する書類が当該変更認定申請に係る申請書に添付

されている場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 2,450円 (ア) 一戸建ての住宅 １件につき 2,450円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 (イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 

ａ 都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第１項の認定を受け

た低炭素建築物新築等計画（以下この号において「認定済計画」

という。）に係る建築物の部分について第248号ア(イ)の規定によ

り算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ａ 都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第１項の認定を受け

た低炭素建築物新築等計画（以下この号において「認定済計画」

という。）に係る建築物の部分について第246号ア(イ)の規定によ

り算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分について第

248号ア(イ)の規定により算定した額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分について第

246号ア(イ)の規定により算定した額 

イ ア以外の場合 イ ア以外の場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 17,000円 (ア) 一戸建ての住宅 １件につき 17,000円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 (イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分について第248号イ(イ)の規定

により算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分について第246号イ(イ)の規定

により算定した額に２分の１を乗じて得た額 
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ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分について第

248号イ(イ)の規定により算定した額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分について第

246号イ(イ)の規定により算定した額 

(251) 都市の低炭素化の促進に関する法律第55条第２項において準用す

る同法第54条第２項後段の規定に基づく確認申請書の提出が行われた場

合における同法第55条第１項の規定に基づく変更認定申請に対する審査

(249) 都市の低炭素化の促進に関する法律第55条第２項において準用す

る同法第54条第２項後段の規定に基づく確認申請書の提出が行われた場

合における同法第55条第１項の規定に基づく変更認定申請に対する審査

ア 確認申請書に係る建築物の計画に要判定建築物が含まれるとき。

１件につき 前号の規定により算定した額に第249号アに規定する額

を加えた額 

ア 確認申請書に係る建築物の計画に要判定建築物が含まれるとき。

１件につき 前号の規定により算定した額に第247号アに規定する額

を加えた額 

イ ア以外のとき。 １件につき 前号の規定により算定した額に第186

号に規定する額又は第191号に規定する額を加えた額 

イ ア以外のとき。 １件につき 前号の規定により算定した額に第184

号に規定する額又は第189号に規定する額を加えた額 

(252) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18

年法律第91号。以下この号において「法」という。）第17条第４項（法

第18条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく確認申請

書の提出が行われた場合における法第17条第１項（法第18条第２項にお

いて準用する場合を含む。）の規定に基づく特定建築物の建築等及び維

持保全の計画の認定の申請（確認申請書に係る計画に要判定建築物が含

まれるものに限る。）に対する審査 

(250) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18

年法律第91号。以下この号において「法」という。）第17条第４項（法

第18条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく確認申請

書の提出が行われた場合における法第17条第１項（法第18条第２項にお

いて準用する場合を含む。）の規定に基づく特定建築物の建築等及び維

持保全の計画の認定の申請（確認申請書に係る計画に要判定建築物が含

まれるものに限る。）に対する審査 

ア 要判定建築物に係る構造計算が国土交通大臣が定めた方法によると

き。 

ア 要判定建築物に係る構造計算が国土交通大臣が定めた方法によると

き。 

１件につき １要判定建築物につき次に掲げる要判定建築物の区分に応じ

次に規定する額 

１件につき １要判定建築物につき次に掲げる要判定建築物の区分に応じ

次に規定する額 

(ア) 床面積の合計が1,000平方メートル以内の要判定建築物 166,800円 (ア) 床面積の合計が1,000平方メートル以内の要判定建築物 166,800円

(イ) 床面積の合計が1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内の

要判定建築物 222,450円 

(イ) 床面積の合計が1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内の

要判定建築物 222,450円 

(ウ) 床面積の合計が2,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内

の要判定建築物 255,000円 

(ウ) 床面積の合計が2,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内

の要判定建築物 255,000円 

(エ) 床面積の合計が10,000平方メートルを超え50,000平方メートル以内

の要判定建築物 336,900円 

(エ) 床面積の合計が10,000平方メートルを超え50,000平方メートル以内

の要判定建築物 336,900円 
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(オ) 床面積の合計が50,000平方メートルを超える要判定建築物

619,350円 

(オ) 床面積の合計が50,000平方メートルを超える要判定建築物

619,350円 

イ 要判定建築物に係る構造計算が国土交通大臣の認定を受けたプログラ

ムによるとき。 

イ 要判定建築物に係る構造計算が国土交通大臣の認定を受けたプログラ

ムによるとき。 

１件につき １要判定建築物につき次に掲げる要判定建築物の区分に応じ

次に規定する額 

１件につき １要判定建築物につき次に掲げる要判定建築物の区分に応じ

次に規定する額 

(ア) 床面積の合計が1,000平方メートル以内の要判定建築物 115,350円 (ア) 床面積の合計が1,000平方メートル以内の要判定建築物 115,350円

(イ) 床面積の合計が1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内の

要判定建築物 143,700円 

(イ) 床面積の合計が1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内の

要判定建築物 143,700円 

(ウ) 床面積の合計が2,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内

の要判定建築物 157,350円 

(ウ) 床面積の合計が2,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内

の要判定建築物 157,350円 

(エ) 床面積の合計が10,000平方メートルを超え50,000平方メートル以内

の要判定建築物 199,350円 

(エ) 床面積の合計が10,000平方メートルを超え50,000平方メートル以内

の要判定建築物 199,350円 

(オ) 床面積の合計が50,000平方メートルを超える要判定建築物

337,950円 

(オ) 床面積の合計が50,000平方メートルを超える要判定建築物

337,950円 

(253)～(271) 略   (251)～(269) 略 

第５条 第２条第269号のその他の公文書又は図面の謄本又は抄本の交付そ

の他多額の費用を要するもの及び同条の規定により難いものについては、

その実費に相当する手数料を徴収することができる。 

第５条 第２条第267号のその他の公文書又は図面の謄本又は抄本の交付そ

の他多額の費用を要するもの及び同条の規定により難いものについては、

その実費に相当する手数料を徴収することができる。 

第８条 既納の手数料は、請求事項の変更又は取消しの場合においても、こ

れを還付しない。ただし、第２条第187号、第243号ア、第245号ア、第249

号ア、第251号ア及び第252号の手数料は、建築基準法第６条第５項に規定

する構造計算適合性判定が行われなかったときは、その全部又は一部を還

付することができる。 

第８条 既納の手数料は、請求事項の変更又は取消しの場合においても、こ

れを還付しない。ただし、第２条第185号、第241号ア、第243号ア、第247

号ア、第249号ア及び第250号の手数料は、建築基準法第６条第５項に規定

する構造計算適合性判定が行われなかったときは、その全部又は一部を還

付することができる。 


